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届出が必要な場合 加算取得にあたり必要な届出書類 根拠規定等

短期入所療養介護
人員配置区分

告示9ロハ注１
老企第40号　第2の3(6)②③

食堂の有無　　【（ユニット型）診療所型】

夜間勤務条件基準　【（ユニット型）病院療養型、（ユニット型）病院経過型】

告示9ロ注1・注6

老企第40号　第2の3(2)（6）

職員の欠員による減算の状況　　【（ユニット型）病院療養型、（ユニット型）病院経過型】
告示9ロハ注１
老企第40号　第2の3(6)

ユニットケア体制
告示9ロ注1
老企第40号　第2の3(7)

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・ユニットごとの適用開始時における「従業者の勤務体制及び勤務形態一
覧表」（参考様式１)

＊一覧表の記載留意点
①日中、ユニットごとに常時１人以上の看護職員又は介護職員の配置があ
ること。
②夜間･深夜、２ユニットごとに1人以上の看護職員又は介護職員の配置が
あること。
③ユニットリーダーを表示していること。

４　届出様式
　　届出様式は東京都福祉局ホームページ「東京都介護サービス情報」に掲載しています。加算取得にあたり必要な届出書類は、下表をご参照願います。
　　http://www.fukushi.metro.tokyo.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/index.html

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・入院患者に関する要件が確認できる資料
・適用開始時における「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」（参考様
式１）
・地域に貢献する活動の内容がわかる資料
・「病院又は診療所における短期入所療養介護（療養機能強化型）の基本
施設サービス費に係る届出書」（別紙２９－４）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・病棟ごとの適用開始時における「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧
表」（参考様式１)
・新たな従事者の資格証（写）

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」提出に当たっての留意事項　【（介護予防）短期入所療養介護】

１　新たに加算を取得する場合、施設等の区分を変更する場合などは、以下の留意事項等に沿って「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算届）」を提出をしてくだ
さい。なお、加算等の届出項目についての個々の単位数や要件・取扱いなどは、下表の「根拠規定等」をご参照願います。

２　加算等の届出と適用時期
　　新たに加算を取得する場合（又は取得中加算の区分変更をする場合）、適用月の初日までに届出が必要です。期限を過ぎて提出された場合（書類の不備・不足等で期限までに
受理できない場合を含む）で、要件が満たしていることが確認されたものは翌々月からの算定となりますので、十分にご注意ください。加算を取り下げる（又は減算の届出の）場
合は、その時点で速やかに届出が必要です。

３　加算等の届出の提出先
　　〒１６３－０７１８　　新宿区西新宿２－７－１　新宿第一生命ビルディング　18階
　　公益財団法人　東京都福祉保健財団　事業者支援部介護事業者指定室

人員基準上満たすべき職員の数を下回っている場合
（※）

※　人員基準
①指定基準に定める医師を置いていない
②指定基準に定める介護職員又は看護職員を置いてい
ない
　等

５　根拠規定等
　　各加算等の届出項目の詳細については、「根拠規定等」欄の「告示」等をご参照願います。
　　なお、「根拠規定等」欄の「告示」は「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）」を、「老企第40号」は「指定居宅サービスに
要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
上の留意事項について（平成12年3月8日老企第40号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）」を示します。

看取りやターミナルケアを中心とした長期療養を担っ
ているとともに、喀痰吸引、経管栄養などの医療処置
を実施する施設としての機能を担っている等、次の基
準を満たしている場合
【基準】
①入院患者のうち、重篤な身体疾患を有する者及び身
体合併症を有する認知症高齢者が一定割合以上である
こと
②入院患者のうち、一定の医療処置を受けている人数
が一定割合以上であること
③入院患者のうち、ターミナルケアを受けている患者
が一定割合以上であること
④生活機能を維持改善するリハビリテーションを実施
していること
⑤地域に貢献する活動を実施していること

厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年
厚生労働省告示第96号）十四

病棟ごとに配置している夜勤職員数について、別に定
める夜勤職員基準（※）に該当する場合
※　参考計算書Ｄで計算した結果によること

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤
務条件に関する基準（平成12年厚生省告示
第29号）二のロ

厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年
厚生労働省告示第96号）十九の二

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短
期入所療養介護事業所については、１日につき25単位
を所定単位数から減算する。

（厚生労働大臣が定める施設基準）
指定短期入所療養介護事業所において食堂を有してい
ないこと。

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準
及び看護職員等の員数の基準並びに通所介
護費等の算定方法（平成12年厚生省告示第
27号）四のロ

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職
員の基準（※）に満たない場合

※　ユニットの職員基準
①　日中については、ユニットごとに常時１人以上の
看護職員又は介護職員を配置すること。
②　ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置
すること。

厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年
厚生労働省告示第96号）十六



【R6改定・新設】高齢者虐待防止措置実施の有無
・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２） 告示9ロハ注5

老企第40号　第2の3(6)

【R6改定・新設】業務継続計画策定の有無
・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２） 告示9ロハ注6

老企第40号　第2の3(6)

療養環境基準　　【（ユニット型）病院療養型、（ユニット型）病院経過型】
告示9ロ注7

設備基準　　【（ユニット型）診療所型】
告示9ハ注7

医師の配置基準　　【（ユニット型）病院療養型、（ユニット型）病院経過型】
告示9ロ注8

若年性認知症利用者受入加算
告示9ロ注12・ハ注11
老企第40号　第2の3(12)

送迎体制
告示9ロ注13・ハ注12

【R6改定・新設】口腔連携強化加算
告示9ロ（6）・ハ（4）
老企第40号　第2の3(13)

療養食加算
告示9ロ（7）・ハ（5）
老企第40号　第2の3(13)

【R6改定・新設】生産性向上推進体制加算
告示9ロ（10）・ハ（8）

重症皮膚潰瘍管理指導（特定診療費項目）
告示9ロ（9）・ハ（7）
老企第40号　第2の3(6)①ホ

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
して届出を行った指定短期入所療養介護事業所の従業
者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合におい
て、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援
専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行った場
合

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を
行うことが必要と認められる利用者に対して、その居
宅と指定短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う
場合

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用
者等（平成27年厚生労働省告示第94号）二

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準
及び看護職員等の員数の基準並びに通所介
護費等の算定方法（平成12年厚生省告示第
27号）四のロ

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準
及び看護職員等の員数の基準並びに通所介
護費等の算定方法（平成12年厚生省告示第
27号）四のロ

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・送迎車の車検証またはリース契約書等の写

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「口腔連携強化加算に関する届出書」（別紙１１）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・管理栄養士又は栄養士の資格証の写し
・本加算適用開始時の「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」（参考様
式１)

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「生産性向上推進体制加算に係る届出書」（別紙２８）

厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢
者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100
分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

※厚生労働大臣が定める基準を満たす場合は、「基準
型」の届出を行うこと。

・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用
者等（平成27年厚生労働省告示第94号）二

下記の施設基準を満たし、重傷皮膚潰瘍を有している
者に対して、計画的な医学管理を継続して行い、か
つ、療養上必要な指導を行う場合

※　施設基準
①　褥瘡対策指導管理の基準を満たしていること
②　皮膚科又は形成外科を標榜していること
③　重傷皮膚潰瘍を有する入院患者について皮膚泌尿
器科若しくは皮膚科又は形成外科を担当する医師が重
傷皮膚潰瘍管理を行っていること
④　重傷皮膚潰瘍管理を行うにつき必要な器械及び器
具が具備されていること

厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指
導管理等及び単位数（平成12年厚生省告示
第30号）六
厚生労働大臣が定める特定診療費に係る施
設基準等（平成12年厚生省告示第31号）第
五号
特定診療費の算定に関する留意事項につい
て（平成12年３月31日老企第58号）第２の
６・第３の５

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書」（様式５）
・当該従事者の資格証
・標榜診療科目の平面図
・診療科目を示す使用許可書（写）

利用者の病状等に応じて、医師から利用者に対し疾病
治療の直接手段として発行された食事箋に基づき、適
切な栄養量及び内容を有する糖尿病食等を提供する場
合

厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年
厚生労働省告示第96号）二十

医療法施行規則第49条の規定が適用されている場合

若年性認知症利用者受入加算ごとに個別に担当者を定
め、その者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応
じたサービス提供を行う場合

療養病床棟の病室が医療法施行規則第16号第1項第11
号イに規定する基準に該当していない場合 厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年

厚生労働省告示第96号）十九

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、
業務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分
の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

※厚生労働大臣が定める基準を満たす場合は、「基準
型」の届出を行うこと。

・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

病室が医療法施行規則第16条第1項第11号イ又はハに
規定する基準に該当していない場合

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を
行うことが必要と認められる利用者に対して、その居
宅と指定短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う
場合



薬剤管理指導（特定診療費項目）
告示9ロ（9）・ハ（7）
老企第40号　第2の3(6)①ホ

集団コミュニケーション療法（特定診療費項目）
告示9ロ（9）・ハ（7）
老企第40号　第2の3(6)①ホ

リハビリテーション提供体制（特定診療費項目）
告示9ロ（9）・ハ（7）
老企第40号　第2の3(6)①ホ

下記の施設基準を満たし、投薬又は注射及び薬学的管
理指導を行う場合

※　施設基準
①　薬剤管理指導を行うにつき必要な薬剤師が配置さ
れていること
②　薬剤管理指導を行うにつき必要な医薬品情報の収
集及び伝達を行うための専用施設を有していること
③　利用者又は入院患者に対し、患者ごとに適切な薬
学的管理（副作用に関する状況の把握を含む。）を行
い、薬剤師による服薬指導を行っていること

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「従事者の名簿」（様式７）
・「理学療法、作業療法または言語聴覚療法の施設基準に係る届出書添付
書類」（様式８）
・「精神作業療法の施設基準に係る届出添付書類」（様式９)
・当該従事者の資格証（写）
・平面図
・必要な機械、器具の配置図

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「従事者の名簿」（様式７）
・「理学療法、作業療法または言語聴覚療法の施設基準に係る届出書添付
書類」（様式８）
・当該従事者の資格証（写）
・平面図
・必要な器械、器具の配置図

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「薬剤管理指導の施設基準に係る届出書」（様式６）
・「従事者の名簿」（様式７）
・当該従事者の資格証（写）
・平面図

厚生労働大臣が定める特定診療費に係る施
設基準等（平成12年厚生省告示第31号）第
七号イ・ロ・第八号・第十一号
特定診療費の算定に関する留意事項につい
て（平成12年３月31日老企第58号）第２の
９（１）から（５）、10（１）・第３の７
から９、11

患者の生活機能の改善等を目的とする理学療法、作業
療法、言語聴覚療法及び精神科作業療法より構成さ
れ、いずれも実用的な日常生活にいおける諸活動の自
立性の向上を目的として行う場合

厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指
導管理等及び単位数（平成12年厚生省告示
第30号）九・十・十一・十六

厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指
導管理等及び単位数（平成12年厚生省告示
第30号）七
厚生労働大臣が定める特定診療費に係る施
設基準等（平成12年厚生省告示第31号）第
六号
特定診療費の算定に関する留意事項につい
て（平成12年３月31日老企第58号）第２の
７・第３の６

下記の施設基準を満たし、集団コミュニケーション療
法を行う場合

※　施設基準
①　言語聴覚士が適切に配置されていること
②　利用者又は入院患者の数が言語聴覚士の数に対し
適切なものであること
③　当該療法を行うにつき十分な専用施設を有してい
ること
④　当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備
されていること

厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指
導管理等及び単位数（平成12年厚生省告示
第30号）十二
厚生労働大臣が定める特定診療費に係る施
設基準等（平成12年厚生省告示第31号）第
九号
特定診療費の算定に関する留意事項につい
て（平成12年３月31日老企第58号）第２の
９（６）・第３の10



認知症専門ケア加算

認知症専門ケア加算【（ユニット型）病院療養型、（ユニット型）病院経過型】
告示9ロ（8）、ハ（6）
老企第40号　第2の3(14)

サービス提供体制強化加算
告示9ロ（11）、ハ（9）
老企第40号　第2の3(15)

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
①　次のいずれかに該当すること
 a　療養病棟、病室又は認知症病棟の介護職員の総数
のうち、介護福祉士の占める割合が100分の80以上で
あること
 b　療養病棟、病室又は認知症病棟の介護職員の総数
のうち、勤続年数10年以上の介護福祉士の占める割合
が100分の35以上であること
②　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこ
と
（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
①　療養病棟、病室又は認知症病棟の介護職員の 総
数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の60以上
であること
②　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこ
と

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
①　次のいずれかに適合すること
　a　療養病棟、病室又は認知症病棟の介護職員の総
数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の 50以上
であること　b　療養病棟、病室又は認知症病棟の看
護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が
100分の75以上であること
　C　療養病棟、病室又は認知症病棟のサービスを利
用はまたは入院患者に直接提供する職員の総数のう
ち、勤続年数7年以上の者の占める割合が100分の30以
上であること
②　定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこ
と

※「療養病棟」：指定短期入所療養介護を行う療養病
床に係る病棟
　「病室」：指定短期入所療養介護を行う病室
　「認知症病棟」：指定短期入所療養介護を行う認知
症病棟

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「サービス提供体制強化加算に関する届出書」（別紙１４－４）
・算定の根拠となる書類（参考計算書Ａ～Ｃ）

認知症介護に専門的な研修を終了している者を配置
し、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指
導に係る会議を定期的に開催している等の基準を満た
し、日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行
動が認められることから介護を必要とする認知症の者
に対し、専門的な認知症ケアを行う場合

厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年
厚生労働省告示第96号）

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用
者等（平成27年厚生労働省告示第94号）

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものと
して都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事
業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対して
専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げ
る区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加
算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し
ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算
定しない。
㈠ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位
㈡ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位

（厚生労働大臣が定める基準）
イ認知症専門ケア加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれ
にも適合すること。
（1） 事業所又は施設における利用者、入所者又は入
院患者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれの
ある症状若しくは行動が認められることから介護を必
要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の占
める割合が二分の一以上であること。

（2） 認知症介護に係る専門的な研修を修了している
者を、対象者の数が二十人未満である場合にあって
は、一以上、当該対象者の数が二十人以上である場合
にあっては、一に当該対象者の数が十九を超えて十又
はその端数を増すごとに一を加えて得た数以上配置
し、チームとして専門的な認知症ケアを実施している
こと。

（3） 当該事業所又は施設の従業者に対して、認知症
ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会
議を定期的に開催していること。

ロ認知症専門ケア加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれ
にも適合すること。
（1） イの基準のいずれにも適合すること。

（2） 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了し
ている者を一名以上配置し、事業所又は施設全体の認
知症ケアの指導等を実施していること。

（3） 当該事業所又は施設における介護職員、看護職
員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該
計画に従い、研修を実施又は実施を予定しているこ
と。

（厚生労働大臣が定める利用者）
日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認
められることから介護を必要とする認知症の者

告示9ロ（8）・ハ（6）
老企第40号　第2の3(14)
厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生
労働省告示第95号）三の二
厚生労働大臣が定める利用者（平成27年厚
生労働省告示第94号）二十八の二

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）

・「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（別紙２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス）」（別紙１
－１－２）
・「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）」（別
紙１－２－２）
・「認知症専門ケア加算に係る届出書」（別紙１２－２）



介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算
告示9ロ（12)(13)(14)・ハ(10)(11)(12)

老企第40号　第2の3(16)・(17)・(18)

介護予防短期入所療養介護

添付書類は居宅サービスの短期入所療養介護と兼用します。介護予防のみ実施している事業者は、居宅サービスに準じて届け出てください。

介護職員処遇改善加算・介護職員特定処遇改善加算・
介護職員等ベースアップ等支援加算を算定する場合

様式・添付書類については、東京都福祉保健局ホームページ「東京都福祉
局／高齢者／介護保険／介護職員処遇改善加算について
（https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/shogu/index.h
tml）」 を御覧ください。



（別紙２）

令和 年 月　　日
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

名　称

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

知事
所在地

事業所所在地市町村番号

届
　
出
　
者

フリガナ
名　　称

主たる事務所の所在地
(郵便番号

　
　(ビルの名称等)

連 絡 先 電話番号 FAX番号
法人の種別 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 氏名

代表者の住所
(郵便番号

　

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリガナ
事業所・施設の名称

主たる事業所・施設の所在地
(郵便番号

連 絡 先 電話番号 FAX番号
管理者の氏名

　

連 絡 先 電話番号 FAX番号
主たる事業所の所在地以外の場所で
一部実施する場合の出張所等の所在
地

(郵便番号
　

管理者の住所
(郵便番号

　

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

2変更 3終了

異動（予定）

2変更 3終了

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 1新規

訪問入浴介護 1新規

通所介護 1新規 2変更 3終了

訪問看護
2変更 3終了

3終了

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規

1新規 2変更

居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

短期入所生活介護 1新規

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

2変更 3終了

短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問看護 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

介護予防居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

施
設

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可） 異動等の区分

介護老人福祉施設

介護予防特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護老人保健施設 1新規 2変更 3終了

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号

医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

介護医療院 1新規 2変更 3終了



（別紙２）

令和 年 月　10日
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

ー ）
都

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ ■ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

× × × × × × × × × ×
× × × × × × ×

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号

医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

介護医療院 1新規 2変更 3終了

サービス提供体制強化加算Ⅱ（イ及びロの場合） サービス提供体制強化加算Ⅰ（イ及びロの場合）

施
設

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可） 異動等の区分

介護老人保健施設
介護老人福祉施設 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

介護予防特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

介護予防居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問看護 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

その他該当する体制等

居宅療養管理指導 1新規 2変更

2変更 3終了
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

令和〇年△月1日2変更 3終了

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

2変更 3終了

3終了

1新規 2変更 3終了

異動（予定）

2変更 3終了

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 1新規

訪問入浴介護 1新規

短期入所生活介護

通所介護 ○ 令和元年〇月1日 1新規

訪問看護

1新規

短期入所療養介護

管理者の住所
(郵便番号 150 ＊＊＊＊

東京 渋谷 区 〇×３－３－３

2変更 3終了

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリガナ ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽﾄﾁｮｳ
事業所・施設の名称 デイサービス都庁

主たる事業所・施設の所在地

管理者の氏名 都庁　松子

主たる事業所の所在地以外の場所で
一部実施する場合の出張所等の所在
地

(郵便番号
　

連 絡 先 電話番号 FAX番号

株式会社 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 代表取締役

連 絡 先 電話番号 ０３－５３２０－△△△△ FAX番号 ０３－５３８８－〇〇〇〇

(郵便番号 163 ＊＊＊＊
　　東京 新宿 区        西新宿　　１－１－１

        ●●●　２－２－２

事業所所在地市町村番号

届
　
出
　
者

フリガナ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬﾄｳｷｮｳﾄｶｲｺﾞｻｰﾋﾞｽｼﾞｮｳﾎｳ
名　　称 株式会社東京都介護サービス情報

氏名 東京　太郎

代表者の住所
(郵便番号
　　東京 中野 区

法人の種別

主たる事務所の所在地
(郵便番号

　(ビルの名称等)
連 絡 先 電話番号 ０３－５３２１－１１１１ FAX番号 ０３－５３２１－○○○○

163 8001

名　称 株式会社東京都介護サービス情報

　　東京 新宿 区        西新宿　　２－８－１

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞
** 4

知事
所在地 東京都新宿区西新宿２－８－１

受付番号は入力不要です。

事業所所在地市町村番号は入力不要です。

・「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合

に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」

「財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を

記入してください。

・「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である

場合に、その主務官庁の名称を記載してください。

「届出者」欄の名称、所在地と一致させてくだ

さい。法人印（代表者印）の捺印は不要です。

「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費

算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施

設等の区分、人員配置区分、その他該当する体制

等、割引）を記載してください。

「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施す

る場合の出張所等の所在地」について、複数の出

張所等を有する場合は、適宜欄を補正して、全て

の出張所等の状況について記載してください。

記入例

特記事項には、新たに取得する項目、変更する項目のみ

入力してください。これまでに取得済みである加算項目

については入力の必要はありません。

その他、注意事項

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（以下「体

制届」という。）」にあわせてご提出いただく「介護給付費算

定に係る体制等状況一覧表」には、

体制届の「特記事項」に入力いただいた、新たに取得する

項目、変更する項目のみ「□」にチェックを入れてください。

異動（予定）年月日は、必ず記載してください。

介護保険事業所番号の記入漏れがな

いようにしてください。



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

□ ２　Ⅰ型（療養機能 医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

　　強化型以外） 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ５　Ⅰ型（療養機能 送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

　　強化型Ａ） 口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ６　Ⅰ型（療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 23 短期入所療養介護 □ １　病院療養型 　　強化型Ｂ） 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ３　Ⅱ型（療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型以外） □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ７　Ⅱ型（療養機能 □ ３ 集団コミュニケーション療法

　　強化型） □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ４　Ⅲ型 □ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １　療養機能 送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

　　強化型以外 口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 23 短期入所療養介護 □ ６　ユニット型病院療養型 □ ２　療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型Ａ 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ３　療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ｂ □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ３ 集団コミュニケーション療法

□ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 23 短期入所療養介護 □ Ａ　病院経過型 □ ２　Ⅰ型 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ Ｃ　ユニット型病院経過型 □ ３　Ⅱ型 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ３ 集団コミュニケーション療法

□ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ １　なし

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり

設備基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

食堂の有無 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １　Ⅰ型（療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型以外） 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ 23 短期入所療養介護 □ ２　診療所型 □ ３　Ⅰ型（療養機能 □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

　　強化型Ａ） □ ３ 集団コミュニケーション療法

□ ４　Ⅰ型（療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ｂ） □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ２　Ⅱ型 □ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可 □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

設備基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

食堂の有無 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １　療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 23 短期入所療養介護 □ ７　ユニット型診療所型 　　強化型以外 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２　療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ａ □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ３　療養機能 □ ３ 集団コミュニケーション療法

　　強化型Ｂ □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙１－２）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ ２　Ⅰ型（療養機能 口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型以外） 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ １　病院療養型 □ ５　Ⅰ型（療養機能 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ａ） □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ６　Ⅰ型（療養機能 □ ３ 集団コミュニケーション療法

　　強化型Ｂ） 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ３　Ⅱ型（療養機能 □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

　　強化型以外） □ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

□ ７　Ⅱ型（療養機能 サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

　　強化型）

□ ４　Ⅲ型

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

各サービス共通 地域区分

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引



□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ １　療養機能 口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型以外 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ６　ユニット型病院療養型 □ ２　療養機能 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ａ □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ３　療養機能 □ ３ 集団コミュニケーション療法

　　強化型Ｂ 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １ 基準型 □ ２ 加算型Ⅰ □ ３ 加算型Ⅱ □ ７ 加算型Ⅲ □ １　なし

□ ５ 加算型Ⅳ □ ６ 減算型 □ ２　あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 医師 □ ３ 看護職員 □ ４ 介護職員

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

療養環境基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

医師の配置基準 □ １ 基準 □ ２ 医療法施行規則第49条適用

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ Ａ　病院経過型 □ ２　Ⅰ型 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ Ｃ　ユニット型病院経過型 □ ３　Ⅱ型 □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ ３ 集団コミュニケーション療法

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

夜間勤務条件基準

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ １　なし

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり

設備基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

食堂の有無 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １　Ⅰ型（療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型以外） 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ３　Ⅰ型（療養機能 □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ２　診療所型 　　強化型Ａ） □ ３ 集団コミュニケーション療法

□ ４　Ⅰ型（療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ｂ） □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ２　Ⅱ型 □ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ １　なし

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可 □ ２　あり

設備基準 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

食堂の有無 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

送迎体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １　療養機能 療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

　　強化型以外 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ７　ユニット型診療所型 □ ２　療養機能 □ １ 重症皮膚潰瘍管理指導 □ ２ 薬剤管理指導

　　強化型Ａ □ ３ 集団コミュニケーション療法

□ ３　療養機能 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　強化型Ｂ □ ２ 理学療法Ⅰ □ ３ 作業療法 □ ４ 言語聴覚療法

□ ５ 精神科作業療法 □ ６ その他

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ２ 加算Ⅲ

介護職員等特定処遇改善加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護職員等ベースアップ等支援加算 □ １ なし □ ２ あり

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

特定診療費項目

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり



（別紙２）

令和 年 月 日
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

介護老人保健施設 1新規 2変更 3終了

関係書類 別添のとおり

介護保険事業所番号
医療機関コード等

特
記
事
項

変　更　前 変　更　後

介護医療院 1新規 2変更 3終了

施
設

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（許可） 異動等の区分

介護老人福祉施設

介護予防特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

介護予防居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問看護 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

短期入所生活介護 1新規

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規 2変更 3終了

2変更 3終了

居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 1新規

1新規 2変更

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 1新規

訪問入浴介護 1新規

通所介護 1新規 2変更 3終了

訪問看護
2変更 3終了

3終了

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

2変更 3終了

異動（予定）

2変更 3終了

管理者の住所
(郵便番号

　 群市

FAX番号
主たる事業所の所在地以外の場所で
一部実施する場合の出張所等の所在
地

(郵便番号
　 群市

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリガナ
事業所・施設の名称

主たる事業所・施設の所在地
(郵便番号

連 絡 先 電話番号 FAX番号
管理者の氏名

　 群市

連 絡 先 電話番号

代表者の住所
(郵便番号

　 群市

　(ビルの名称等)

法人の種別 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 氏名

事業所所在地市町村番号

(郵便番号
　 群市届

　
出
　
者

フリガナ
名　　称

主たる事務所の所在地

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書＜指定事業者用＞

知事
所在地

名　称

連 絡 先 電話番号 FAX番号



（別紙１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １　身体介護 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ 11 訪問介護 □ ２　生活援助 □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　通院等乗降介助 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ 12 訪問入浴介護 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ４　通常規模型事業所 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ 15 通所介護 □ ６　大規模型事業所（Ⅰ） □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ７　大規模型事業所（Ⅱ） □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ４　通常規模の事業所(病院・診療所) □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ７　通常規模の事業所(介護老人保健施設) □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ａ　通常規模の事業所(介護医療院) □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｄ　大規模の事業所(病院・診療所) □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ 16 通所リハビリテーション □ Ｅ　大規模の事業所(介護老人保健施設) □ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｆ　大規模の事業所(介護医療院) □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ Ｇ　大規模の事業所(特例)(病院・診療所)

□ Ｈ　大規模の事業所(特例)(介護老人保健施設)

□ Ｊ　大規模の事業所(特例)(介護医療院)

□ １　単独型

□ 21 短期入所生活介護 □ ２　併設型・空床型

□ ３　単独型ユニット型 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ４　併設型・空床型ユニット型 □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

介護職員等処遇改善加算

各サービス共通 地域区分

介護職員等処遇改善加算

介護職員等処遇改善加算

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし



（別紙１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

各サービス共通 地域区分

□ ２　Ⅰ型（療養機能

　　強化型以外）

□ ５　Ⅰ型（療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ） □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ 23 短期入所療養介護 □ １　病院療養型 □ ６　Ⅰ型（療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ） □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ ３　Ⅱ型（療養機能 □ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

　　強化型以外） □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ７　Ⅱ型（療養機能

　　強化型）

□ ４　Ⅲ型

□ １　療養機能

　　強化型以外

□ 23 短期入所療養介護 □ ６　ユニット型病院療養型 □ ２　療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ 23 短期入所療養介護 □ Ａ　病院経過型 □ ２　Ⅰ型

□ Ｃ　ユニット型病院経過型 □ ３　Ⅱ型

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　Ⅰ型（療養機能

　　強化型以外）

□ ３　Ⅰ型（療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ 23 短期入所療養介護 □ ２　診療所型 　　強化型Ａ） □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ４　Ⅰ型（療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ） □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ ２　Ⅱ型 □ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　療養機能

　　強化型以外

□ 23 短期入所療養介護 □ ７　ユニット型診療所型 □ ２　療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ２ あり

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

２ あり

介護職員等処遇改善加算

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □



（別紙１－２）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ 62 介護予防訪問入浴介護 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ 66 介護予防通所 □ １　病院又は診療所 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

リハビリテーション □ ２　介護老人保健施設 □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　介護医療院 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　単独型

□ 24 介護予防短期入所生活介護 □ ２　併設型・空床型

□ ３　単独型ユニット型 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ４　併設型・空床型ユニット型 □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ２　Ⅰ型（療養機能

　　強化型以外）

□ ５　Ⅰ型（療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ） □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ６　Ⅰ型（療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ １　病院療養型 　　強化型Ｂ） □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ ３　Ⅱ型（療養機能 □ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

　　強化型以外） □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ ７　Ⅱ型（療養機能

　　強化型）

□ ４　Ⅲ型

□ １　療養機能

　　強化型以外

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ６　ユニット型病院療養型 □ ２　療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

２ あり

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等処
遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □

各サービス共通

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

地域区分



（別紙１－２）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他
各サービス共通

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

地域区分

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ Ａ　病院経過型 □ ２　Ⅰ型

□ Ｃ　ユニット型病院経過型 □ ３　Ⅱ型

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

□ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

□ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　Ⅰ型（療養機能

　　強化型以外）

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ２　診療所型 □ ３　Ⅰ型（療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ） □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ４　Ⅰ型（療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ） □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ ２　Ⅱ型 □ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　療養機能

□ 26 介護予防短期入所療養介護 □ ７　ユニット型診療所型 　　強化型以外

□ ２　療養機能 □ １ なし □ ７ 加算Ⅰ

　　強化型Ａ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ □ Ｂ 加算Ⅴ(１)

□ ３　療養機能 □ Ｃ 加算Ⅴ(２) □ Ｄ 加算Ⅴ(３) □ Ｅ 加算Ⅴ(４) □ Ｆ 加算Ⅴ(５)

　　強化型Ｂ □ Ｇ 加算Ⅴ(６) □ Ｈ 加算Ⅴ(７) □ Ｊ 加算Ⅴ(８) □ Ｋ 加算Ⅴ(９)

□ Ｌ 加算Ⅴ(１０) □ Ｍ 加算Ⅴ(１１) □ Ｎ 加算Ⅴ(１２) □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)

□ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

２ あり

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □

２ あり

介護職員等処遇改善加算

併設本体施設における介護職員等特
定処遇改善加算Ⅰの届出状況

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算



（参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 サービス種別（ ）
令和 ( ) 年 月 事業所名（ ）

(1)
(2)

(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

(4) 入院患者数（利用者数） （前年度の平均値） 人

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

(13)【任意入力】人員基準の確認（看護職員・介護職員）

①看護職員 ②介護職員 ③看護職員と介護職員の合計

常勤換算方法対象外の 常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤の従業者の人数 看護職員 介護職員

＋ ＝

（勤務形態の記号）

■ 常勤換算方法による人数 基準： ■ 常勤換算方法による人数 基準：

常勤換算の 常勤の従業者が 常勤換算の 常勤の従業者が

対象時間数（週平均） 週に勤務すべき時間数 常勤換算後の人数 対象時間数（週平均） 週に勤務すべき時間数 常勤換算後の人数

÷ ＝ ÷ ＝

（小数点第2位以下切り捨て） （小数点第2位以下切り捨て）

■ 看護職員の常勤換算方法による人数 ■ 介護職員の常勤換算方法による人数

常勤換算方法対象外の 常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤換算方法による人数 常勤の従業者の人数 常勤換算方法による人数

＋ ＝ ＋ ＝

D 非常勤で兼務

0 40 0.0 0 40 0.0

- D 0 0 0 0D 0 0 0 0

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

記号 区分

A 常勤で専従

0 0

合計 合計

0 0.0 0.0人 0 0.0 0.0人

週 週

B 0 0 0 0 0 B 0 0

0 0 0

-

合計 0 0 0 0 0 合計

0 0 0 0 -

A 0 0 0 0 0 A 0

0 0 0

C 0 0 0 0 - C

0.0人

0 0

勤務形態
勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数

勤務形態
勤務時間数合計

0 0 0 0 0.0人 0.0人

合計

0 0

100

0 0

99

常勤換算の対象時間数

当月合計 週平均 当月合計 週平均 当月合計 週平均 当月合計 週平均

0 0

98

0 0

97

0 0

96

0 0

95

0 0

94

0 0

93

0 0

92

0 0

91

0 0

90

0 0

89

0 0

88

0 0

87

0 0

86

0 0

85

0 0

84

0 0

83

0 0

82

0 0

81

0 0

80

0 0

79

0 0

78

0 0

77

0 0

76

0 0

75

0 0

74

0 0

73

0 0

72

0 0

71

0 0

70

0 0

69

0 0

68

0 0

67

0 0

66

0 0

65

0 0

64

0 0

63

0 0

62

0 0

61

0 0

60

0 0

59

0 0

58

0 0

57

0 0

56

0 0

55

0 0

54

0 0

53

0 0

52

0 0

51

0 0

50

0 0

49

0 0

48

0 0

47

0 0

46

0 0

45

0 0

44

0 0

43

0 0

42

0 0

41

0 0

40

0 0

39

0 0

38

0 0

37

0 0

36

0 0

35

0 0

34

0 0

33

0 0

32

0 0

31

0 0

30

0 0

29

0 0

28

0 0

27

0 0

26

0 0

25

0 0

24

0 0

23

0 0

22

0 0

21

0 0

20

0 0

19

0 0

18

0 0

17

0 0

16

0 0

15

0 0

14

0 0

13

0 0

12

0 0

11

0 0

10

0 0

9

0 0

8

0 0

7

0 0

6

0 0

5

0 0

4

No
(5)

職種

(6)
勤務
形態

(7) 資格 (8) 氏　名

0 0

3

0 0

2

1

指定介護療養型医療施設（従来型）（療養病床を有する診療所）
3 2021 4 ○○○○

４週

(9)
(10)1～4週
目の勤務時
間数合計

(11)
週平均

勤務時間数

(12) 兼務状況
（兼務先/兼務する職務

の内容）等

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目

予定

40 160

30

1/21



（参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 サービス種別（ ）
令和 ( ) 年 月 事業所名（ ）

(1)
(2)

(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

(4) 入院患者数（利用者数） （前年度の平均値） 人

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

シフト記号

勤務時間数

(15)【任意入力】人員基準の確認（看護職員・介護職員）

①看護職員 ②介護職員 ③看護職員と介護職員の合計

常勤換算方法対象外の 常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤の従業者の人数 看護職員 介護職員

＋ ＝

（勤務形態の記号）

■ 常勤換算方法による人数 基準： ■ 常勤換算方法による人数 基準：

常勤換算の 常勤の従業者が 常勤換算の 常勤の従業者が

対象時間数（週平均） 週に勤務すべき時間数 常勤換算後の人数 対象時間数（週平均） 週に勤務すべき時間数 常勤換算後の人数

÷ ＝ ÷ ＝

（小数点第2位以下切り捨て） （小数点第2位以下切り捨て）

■ 看護職員の常勤換算方法による人数 ■ 介護職員の常勤換算方法による人数

常勤換算方法対象外の 常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数 常勤換算方法による人数 常勤の従業者の人数 常勤換算方法による人数

＋ ＝ ＋ ＝

D 非常勤で兼務

0 40 0.0 0 40 0.0

- D 0 0 0 0D 0 0 0 0

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

記号 区分

A 常勤で専従

0 0

合計 合計

0 0.0 0.0人 0 0.0 0.0人

週 週

B 0 0 0 0 0 B 0 0

0 0 0

-

合計 0 0 0 0 0 合計

0 0 0 0 -

A 0 0 0 0 0 A 0

当月合計 週平均 当月合計 週平均 当月合計 週平均

0 0 0

C 0 0 0 0 - C

勤務形態
勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数

勤務形態
勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数

当月合計 週平均

0.0人

0 0

0 0 0 0 0.0人 0.0人

合計

100

0 0
99

0 0
98

0 0
97

0 0
96

0 0
95

0 0
94

0 0
93

0 0
92

0 0
91

0 0
90

0 0
89

0 0
88

0 0
87

0 0
86

0 0
85

0 0
84

0 0
83

0 0
82

0 0
81

0 0
80

0 0
79

0 0
78

0 0
77

0 0
76

0 0
75

0 0
74

0 0
73

0 0
72

0 0
71

0 0
70

0 0
69

0 0
68

0 0
67

0 0
66

0 0
65

0 0
64

0 0
63

0 0
62

0 0
61

0 0
60

0 0
59

0 0
58

0 0
57

0 0
56

0 0
55

0 0
54

0 0
53

0 0
52

0 0
51

0 0
50

0 0
49

0 0
48

0 0
47

0 0
46

0 0
45

0 0
44

0 0
43

0 0
42

0 0
41

0 0
40

0 0
39

0 0
38

0 0
37

0 0
36

0 0
35

0 0
34

0 0
33

0 0
32

0 0
31

0 0
30

0 0
29

0 0
28

0 0
27

0 0
26

0 0
25

0 0
24

0 0
23

0 0
22

0 0
21

0 0
20

0 0
19

0 0
18

0 0
17

0 0
16

0 0
15

0 0
14

0 0
13

0 0
12

0 0
11

0 0
10

0 0
9

0 0
8

0 0
7

0 0
6

0 0
5

0 0
4

0 0
3

No

(5)
ユニッ
トリー
ダー

(6)
ユニット名

(7)
職種

(8)
勤務
形態

0 0

0 0

2

1

指定介護療養型医療施設（ユニット型）（療養病床を有する診療所）
3 2021 4 ○○○○

４週

5週目
(9) 資格 (10) 氏　名

(11)
(12)1～4週
目の勤務時
間数合計

(13)
週平均

勤務時間数

(14) 兼務状況
（兼務先/兼務する職務

の内容）等

1週目 2週目 3週目 4週目

予定

40 160

30

2/21



≪要 提出≫

■シフト記号表（勤務時間帯）

※24時間表記 休憩時間1時間は「1:00」、休憩時間45分は「00:45」と入力してください。

No 記号 始業時刻 終業時刻 うち、休憩時間 勤務時間

1 a ： 7:00 ～ 16:00 （ 1:00 ） 8

2 b ： 9:00 ～ 18:00 （ 1:00 ） 8

3 c ： 10:00 ～ 19:00 （ 1:00 ） 8

4 d ： 12:00 ～ 21:00 （ 1:00 ） 8

5 e ： 9:00 ～ 13:00 （ 0:00 ） 4

6 f ： 13:00 ～ 18:30 （ 0:00 ） 5.5

7 g ： 14:00 ～ 20:00 （ 0:00 ） 6

8 h ： 16:00 ～ 0:00 （ 0:30 ） 7.5 （夜勤）16:00～翌9:00勤務

9 i ： 0:00 ～ 9:00 （ 0:30 ） 8.5 （夜勤）16:00～翌9:00勤務

10 j ： ～ （ 0:00 ）

11 k ： ～ （ 0:00 ）

12 l ： ～ （ 0:00 ）

13 m ： ～ （ 0:00 ）

14 n ： ～ （ 0:00 ）

15 o ： ～ （ 0:00 ）

16 p ： ～ （ 0:00 ）

17 q ： ～ （ 0:00 ）

18 r ： ～ （ ） 1

19 s ： ～ （ ） 2

20 t ： ～ （ ） 3

21 u ： ～ （ ） 4

22 v ： ～ （ ） 5

23 w ： ～ （ ） 6

24 x ： ～ （ ） 7

25 y ： ～ （ ） 8

26 z ： ～ （ ） 1

27 x ： ～ （ ） 2

28 aa ： ～ （ ） 3

29 ab ： ～ （ ） 4

30 ac ： ～ （ ） 5

31 ad ： ～ （ ） 6

32 ae ： ～ （ ） 7

33 af ： ～ （ ） 8

34 ag ： 7:00 ～ 9:30 （ 0:00 ） 2.5

- ： 16:30 ～ 20:00 （ 0:00 ） 3.5

- ： - ～ - （ - ） 6 1日に2回勤務する場合

ah ： ～ （ 0:00 ）

35 - ： ～ （ 0:00 ）

- ： - ～ - （ - ） 1日に2回勤務する場合

ai ： ～ （ 0:00 ）

36 - ： ～ （ 0:00 ）

- ： - ～ - （ - ） 1日に2回勤務する場合

・職種ごとの勤務時間を「○：○○～○：○○」と表記することが困難な場合は、No18～33を活用し、勤務時間数のみを入力してください。

・No18～33以外は始業時刻・終業時刻・休憩時間等を入力すると勤務時間数が計算されますが、入力の補助を目的とするものですので、結果に誤りがないかご確認ください。

・シフト記号が足りない場合は、適宜、行を追加してください。

・シフト記号は、適宜、使いやすい記号に変更していただいて構いません。

勤務時間
自由記載欄



≪提出不要≫

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　記入方法　（【従来型】指定介護療養型医療施設・短期入所療養介護）

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　なお、「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」に「シフト記号表（勤務時間帯）」も必ず添付して提出してください。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4)入院患者（利用者）の数を入力してください。入院患者の数は、前年度の平均値（前年度の入院患者延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　 小数点第2位以下を切り上げ）とします。

　(5) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 薬剤師

4 栄養士

5 看護職員

6 介護職員

7 理学療法士

8 作業療法士

9 精神保健福祉士

10 介護支援専門員

　(6) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(7) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　 ※選択した資格及び研修に関して、必要に応じて、資格証又は研修修了証等の写しを添付資料として提出してください。

　(8) 従業者の氏名を記入してください。

　(9) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(10) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(11) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(12) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(13)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、

　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。

　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、

　　　　　手入力すること。

　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、

　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に

　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】

・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。

・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。



≪提出不要≫

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　記入方法　（【ユニット型】指定介護療養型医療施設・短期入所療養介護）

・・・直接入力する必要がある箇所です。

・・・プルダウンから選択して入力する必要がある箇所です。

　なお、「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」に「シフト記号表（勤務時間帯）」も必ず添付して提出してください。

　・最初に「年月欄」「サービス種別」「事業所名」を入力してください。

　(1) 「４週」・「暦月」のいずれかを選択してください。

　(2) 「予定」・「実績」・「予定・実績」のいずれかを選択してください。（「予定・実績」は予定と実績が同じだったことを示す場合に選択してください。）

　(3) 事業所における常勤の従業者が勤務すべき時間数を入力してください。

　(4)入院患者（利用者）の数を入力してください。入院患者の数は、前年度の平均値（前年度の入院患者延数を当該前年度の日数で除して得た数。

　　 小数点第2位以下を切り上げ）とします。

　(5) ユニットリーダーに以下の印をつけてください。

　　  ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（以下、「研修受講者」）　・・・　◎

　　  研修受講者ではない、ユニットにおけるケアに責任を持つ従業者　　　　・・・　○

　(6) ユニットに属する従業者（看護職員・介護職員）については、その属するユニット名を入力してください。

　　  記入の順序はユニットごとにまとめてください。また、夜勤時間帯に、２ユニットごとに1人以上の看護職員・介護職員を配置する場合は、

　　  原則、そのユニットを並べて記載してください。

　　  なお、夜勤時間帯に２ユニットを担当する従業者は、通常主に担当するユニット名を入力してください。

　(7) 従業者の職種について、下記のうち該当する職種をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 記入の順序は、職種ごとにまとめてください。ただし、ユニットに属する看護職員の場合は、看護職員・介護職員をユニット単位でまとめて記載してください。

No 職種名

1 管理者

2 医師

3 薬剤師

4 栄養士

5 看護職員

6 介護職員

7 理学療法士

8 作業療法士

9 精神保健福祉士

10 介護支援専門員

　(8) 従業者の勤務形態について、下記のうち該当する区分の記号をプルダウンより選択してください。

 　　 記入の順序は、各職種の中で勤務形態の区分ごとにまとめてください。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（注）常勤・非常勤の区分について

　　　当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していることをいいます。雇用の形態は考慮しません。

　　（例えば、常勤者は週に40時間勤務することとされた事業所であれば、非正規雇用であっても、週40時間勤務する従業者は常勤扱いとなります。）

　(9) 従業者の保有する資格について、該当する資格名称をプルダウンより選択してください。（直接入力も可能です。）

 　　 複数の資格を保有する従業者については、当該事業所にて従事する業務に最も関連する資格１つを選択してください。人員基準上、求められている資格等は必ずご記入ください。

　　 ※選択した資格及び研修に関して、必要に応じて、資格証又は研修修了証等の写しを添付資料として提出してください。

　　 ※ユニットケアリーダー研修を受講した従業者については、必要に応じて、ユニットケアリーダー研修修了証の写しを添付資料として提出してください。

　(10) 従業者の氏名を記入してください。

　(11) 申請する事業に係る従業者（管理者を含む。）の1ヶ月分の勤務時間を入力してください。（別シートの「シフト記号表」を作成し、シフト記号を選択または入力してください。）

　　  ※ 指定基準の確認に際しては、４週分の入力で差し支えありません。

　(12) 従業者ごとに、合計勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

 　　 ※入力することができる勤務時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。

　(13) 従業者ごとに、週平均の勤務時間数が自動計算されますので、誤りがないか確認してください。

　(14) 申請する事業所以外の事業所・施設との兼務がある場合は、兼務先の事業所・施設の名称及び兼務する職務の内容について記入してください。

　　　 同一事業所内の兼務についても兼務する職務の内容を記入してください。

　　　 その他、特記事項欄としてもご活用ください。

　(15)【任意入力】 常勤換算による配置が求められる職種について、各欄に該当する数字を確認・入力し、常勤換算後の人数を算出してください。

　　　　○ 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、

　　　　　常勤の従業者の員数に換算する方法」であるため、常勤の従業者については常勤換算方法によらず、実人数で計算する。

　　　　　したがって、勤務形態「A：常勤で専従」及び「B：常勤で兼務」については、実態に応じて「常勤換算の対象時間数」及び「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」を確認し、

　　　　　手入力すること。

　　　　○ 職員が育児・介護休業法による短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算にあたり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、

　　　　　１（常勤）として取り扱うことが可能です。この場合、勤務形態の記号は「A」または「B」とし、人員基準の確認の表においては、「常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」の欄に

　　　　　１（人）として入力してください。また、「(11)兼務状況等」の欄に「短時間勤務制度利用」と記入してください。

下記の記入方法に従って、入力してください。

【留意事項】

・初期設定では、誤入力防止のため「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」のシートに保護がかかっていますので、行の追加・削除等を行う場合は「シートの保護」を解除してください。

（「校閲」⇒「シート保護の解除」をクリック。PWは設定していません。再度、シートを保護する場合は、「シートの保護」⇒「OK」をクリック。）

・従業者の入力行が足りない場合は、適宜、行を追加してください。その際、計算式及びプルダウンの設定に支障をきたさないよう留意してください。

・「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」（参考様式）には計算式を設定していますが、入力の補助を目的とするものですので、結果については作成者の責任にてご確認ください。

・必要項目を満たしていれば、各施設で使用するシフト表等をもって代替書類として差し支えありません。



（別紙11）
令和 年 月 日

1 事業所名

2 異動区分 □ 1　新規 □ 2　変更 □ 3　終了

3 施設種別 □ 1　訪問介護事業所

□ 2　(介護予防）訪問看護事業所（訪問看護ステーション）

□ 3　(介護予防）訪問リハビリテーション事業所

□ 4　(介護予防）短期入所生活介護事業所

□ 5　(介護予防）短期入所療養介護事業所

□ 6　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

4
１．連携歯科医療機関

２．連携歯科医療機関

３．連携歯科医療機関

※　要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出してください。

口腔連携強化加算に関する届出書

歯科医療機関との
連携の状況

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

歯科訪問診療料の算定の実績        　　年　　月　　日

連絡先電話番号

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

歯科訪問診療料の算定の実績        　　年　　月　　日

連絡先電話番号

歯科医療機関名

所在地

歯科医師名

注２　「連携歯科医療機関」は１つ以上の記載が必要である。なお、記入欄が不足している場合には、「歯科医療機関との
連携の状況」のみを追加記載した様式を別途添付しても差し支えない。
注３　「歯科訪問診療料の算定の実績」とは、歯科診療報酬点数表の区分番号Ｃ000に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績
であり、直近の算定日を記載すること。

歯科訪問診療料の算定の実績        　　年　　月　　日

連絡先電話番号

注１　「連携歯科医療機関」とは、利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、歯科医療機関の歯科医師又は歯
科医師の指示を受けた歯科衛生士に対して、口腔の健康状態の評価の方法や在宅歯科医療の提供等について相談できる体制
を確保している歯科医療機関である。



（別紙12-２）
令和 年 月 日

事 業 所 名

異動等区分 □ １　新規 □ ２　変更 □ ３　終了

□ １（介護予防）短期入所生活介護　 □ ２（介護予防）短期入所療養介護

□ ３（介護予防）特定施設入居者生活介護　□ ４（介護予防）認知症対応型共同生活介護

□ ５　地域密着型特定施設入居者生活介護　 □ ６　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　

□ ７　介護老人福祉施設 □ ８　介護老人保健施設

□ ９　介護医療院

届 出 項 目 □ １　認知症専門ケア加算（Ⅰ）　　　 □ ２　認知症専門ケア加算（Ⅱ）

有 ・ 無
１．認知症専門ケア加算（Ⅰ）に係る届出内容

(1) 利用者又は入所者の総数のうち、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者 □ ・ □
の割合が50％以上である

①　利用者又は入所者の総数　注 人
②　日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の数　注 人
③　②÷①×100 ％
注　届出日の属する月の前３月の各月末時点の利用者又は入所者の数（訪問サービスでは

前３月間の利用実人員数又は利用延べ人数）の平均で算定。

(2) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、日常生活自立度のランクⅢ、 □ ・ □
Ⅳ又はMに該当する者の数に応じて必要数以上配置し、チームとして専門的な
認知症ケアを実施している

認知症介護に係る専門的な研修を修了している者の数 人

【参考】

(3) 従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を □ ・ □
定期的に開催している

２．認知症専門ケア加算（Ⅱ）に係る届出内容
(1) 認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準のいずれにも該当している □ ・ □

※認知症専門ケア加算（Ⅰ）に係る届出内容(1)～(3)も記入すること。

(2) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、 □ ・ □
事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施している

(3) 事業所又は施設において介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を □ ・ □
作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定している

備考１　要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出
すること。

備考２　「認知症介護に係る専門的な研修」とは、認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な
研修を、「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、認知症介護指導者養成研修及び認知症看護に係る
適切な研修を指す。
※認知症看護に係る適切な研修：①日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修

②日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び
　「精神看護」の専門看護師教育課程
③日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」
　（認定証が発行されている者に限る）

備考３　認知症専門ケア加算（Ⅱ）の算定にあっては、認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成
研修の両方を修了した者、又は認知症看護に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合、「認知症介
護に係る専門的な研修」及び「認知症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ１名配置したこ
とになる。

20人未満 １以上

認知症専門ケア加算に係る届出書

（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護
（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院

施 設 種 別

日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の数 研修修了者の必要数

20以上30未満 ２以上

30以上40未満 ３以上

40以上50未満 ４以上

50以上60未満 ５以上

60以上70未満 ６以上

～ ～



（別紙１4－４）
令和 年 月 日

□ 1　新規 □ 2　変更 □ 3　終了

□ 1（介護予防）短期入所生活介護（□ ア 単独型 □ イ 併設型 □ ウ 空床利用型）

□ 2（介護予防）短期入所療養介護 □ 3　介護老人福祉施設

□ 4　地域密着型介護老人福祉施設 □ 5　介護老人保健施設

□ 6　介護医療院

□ 1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ） □ 2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

□ 3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

5　介護職員等の状況
（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

①に占める②の割合が80％以上 有 ・ 無

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人 □ ・ □

又は
①に占める③の割合が35％以上

③ 人 □ ・ □

　※（地域密着型）介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院は記載

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

①に占める②の割合が60％以上 有 ・ 無

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人 □ ・ □

サービス提供体制強化加算に関する届出書
（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護、介護老人福祉施設、

地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院

1　事 業 所 名

①のうち勤続年数10年以上の介護福祉士
の総数（常勤換算）

2　異 動 区 分

3　施 設 種 別

4　届 出 項 目

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

サービスの質の
向上に資する
取組の状況

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）



（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　 ※介護福祉士等の状況、常勤職員の状況、勤続年数の状況のうち、いずれか１つを満たすこと。

①に占める②の割合が50％以上 有 ・ 無

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人 □ ・ □

①に占める②の割合が75％以上 有 ・ 無
① 人
② 人 □ ・ □

①に占める②の割合が30％以上 有 ・ 無

① 人

② 人 □ ・ □

要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

常勤職員の
状況

看護・介護職員の総数（常勤換算）

①のうち常勤の者の総数（常勤換算）

備考２ 介護老人福祉施設又は地域密着型介護老人福祉施設と（介護予防）短期入所生活介護において、別の加算を取得す
る場合は、別に本届出書を提出すること。空床利用型の（介護予防）短期入所生活介護について届け出る場合は、
本体施設である介護老人福祉施設又は地域密着型介護老人福祉施設における状況を記載すること。

勤続年数の状況

サービスを直接提供する者の総数（常勤
換算）

①のうち勤続年数７年以上の者の総数
　（常勤換算）

備考１



（別紙28） 令和　　年　　月　　日

生産性向上推進体制加算（Ⅰ）に係る届出

① 加算（Ⅱ）のデータ等により業務改善の取組による成果を確認

② 以下のⅰ～ⅲの項目の機器をすべて使用

　ⅰ入所（利用）者全員に見守り機器を使用

　ⅱ 職員全員がインカム等のICTを使用 

　ⅲ 介護記録ソフト、スマートフォン等の介護記録の作成の効率化に

（導入機器）

　

　

　

③ 職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を実施

生産性向上推進体制加算（Ⅱ）に係る届出

異動等区分 　1　新規　2　変更　3　終了

生産性向上推進体制加算に係る届出書

事業所番号

事 業 所 名

有・無

10　介護老人保健施設 11　介護医療院 12　介護予防短期入所生活介護

13　介護予防短期入所療養介護 14　介護予防特定施設入居者生活介護 15　介護予防小規模多機能型居宅介護

16　介護予防認知症対応型共同生活介護

届出区分 １　生産性向上推進体制加算（Ⅰ）　２　生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

施 設 種 別

１　短期入所生活介護 ２　短期入所療養介護 ３　特定施設入居者生活介護

４　小規模多機能型居宅介護 ５　認知症対応型共同生活介護 ６　地域密着型特定施設入居者生活介護

７　地域密着型介護老人福祉施設 ８　看護小規模多機能型居宅介護 ９　介護老人福祉施設

④ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

有・無

有・無

有・無

  資するICTを使用 

名　称

製造事業者

用　途

有・無

　 の委員会（以下「委員会」という。）において、以下のすべての項目について必要な検討を行い、

　 当該項目の実施を確認

ⅰ ②の機器を利用する場合における利用者の安全やケアの質の確保 有・無

ⅱ 職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮 有・無

ⅲ 機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む） 有・無

ⅳ 業務の効率化、ケアの質の確保、職員の負担軽減を図るための職 有・無

　 員に対する教育の実施



① 以下のⅰ～ⅲの項目の機器のうち１つ以上を使用

　ⅰ入所（利用）者１名以上に見守り機器を使用

　ⅱ 職員全員がインカム等のICTを使用 

　ⅲ 介護記録ソフト、スマートフォン等の介護記録の作成の効率化に

（導入機器）

　

　

　

有・無

有・無

　入所（利用）者数 人

　見守り機器を導入して見守りを行っている対象者数 人

有・無

ⅲ 機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む） 有・無

  資するICTを使用 

名　称

製造事業者

用　途

② 委員会において、以下のすべての項目について必要な検討を行い、当該項目の実施を確認

ⅰ ①の機器を利用する場合における利用者の安全やケアの質の確保 有・無

ⅱ 職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮 有・無

備考３　本加算を算定する場合は、事業年度毎に取組の実績をオンラインで厚生労働省に報告すること。

備考４　届出にあたっては、別途通知（「生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例

　　　等の提示について」）を参照すること。

ⅳ 業務の効率化、ケアの質の確保、職員の負担軽減を図るための職 有・無

　 員に対する教育の実施

備考１　加算（Ⅰ）の要件①については、当該要件に係る各種指標に関する調査結果のデータを提出すること。

備考２　要件を満たすことが分かる委員会の議事概要を提出すること。このほか要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、

　　　指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。



（別紙29－４）
令和 年 月 日

□ 1　新規 □ 2　変更 □ 3　終了

□ １　病院療養病床短期入所療養介護（Ⅰ型（療養機能強化型A））

□ ２　病院療養病床短期入所療養介護（Ⅰ型（療養機能強化型B））

□ ３　病院療養病床短期入所療養介護（Ⅱ型（療養機能強化型B））

□ ４　病院療養病床短期入所療養介護（ユニット型（療養機能強化型A））

□ ５　病院療養病床短期入所療養介護（ユニット型（療養機能強化型B））

□ ６　診療所短期入所療養介護（Ⅰ型（療養機能強化型A））

□ ７　診療所短期入所療養介護（Ⅰ型（療養機能強化型B））

□ ８　診療所短期入所療養介護（ユニット型（療養機能強化型A））

□ ９　診療所短期入所療養介護（ユニット型（療養機能強化型B））

 ４　病院又は診療所における短期入所療養介護（療養機能強化型）に係る届出内容

①
人

②
人

③
人

④
人 有 ・ 無

⑤
％ → □ ・ □

→ □ ・ □

（人員配置区分５のみ）

①
人

②
人

③
人

④
人

⑤
人 有 ・ 無

⑥
％ → □ ・ □

→ □ ・ □

（人員配置区分２，３）

→ □ ・ □

（人員配置区分５のみ）

①
日

②
日 有 ・ 無

③
％ → □ ・ □

→ □ ・ □

（人員配置区分２，３，５）

有 ・ 無

□ ・ □

有 ・ 無

□ ・ □

注２： ②及び③のいずれにも該当する者については、いずれか一方についてのみ含めること。

注３：②、③及び④のうち複数に該当する者については、各々該当する数字の欄の人数に含めること。

注６：自ら実施する者は除く。

①のうち、身体合併症を有する認知症高齢者の数（注２）

　①　重度者の割合
前３月間の入院患者等の総数

①のうち、重篤な身体疾患を有する者の数（注２）

病院又は診療所における短期入所療養介護（療養機能強化型）の基本施設サービス費に係る届出書

１　事  業  所  名

２　異  動  区  分

３　人員配置区分（注１）

②と③の和

４０％以上

　②　医療処置の実施状況
前３月間の入院患者等の総数

前３月間の喀痰吸引を実施した入院患者等の総数（注３・４）

①に占める④の割合 ５０％以上

前３月間の経管栄養を実施した入院患者等の総数（注３・５）

前３月間のインスリン注射を実施した入院患者等の総数
（注３・６）

②から④の和

　③　ターミナルケアの
　　実施状況

前３月間の入院患者延日数

前３月間のターミナルケアの対象者延日数

①に占める⑤の割合 ５０％以上

３０％以上

２０％以上

注１：・人員配置区分１、４、６、８を選択する場合は、「①重度者の割合」における⑤の割合が50％以上、「②医療処置の実施状況」における
　　　　⑥の割合が50％以上及び「③ターミナルケアの実施状況」における③の割合が10％以上を満たす必要がある。
　　　・人員配置区分２、３、５を選択する場合は、「①重度者の割合」における⑤の割合が50％以上、「②医療処置の実施状況」における
　　　　⑥の割合が30％以上及び「③ターミナルケアの実施状況」における③の割合が５％以上を満たす必要がある。
　　　・人員配置区分７、９を選択する場合は、「①重度者の割合」における⑤の割合が40％以上、「②医療処置の実施状況」における
　　　　⑥の割合が20％以上及び「③ターミナルケアの実施状況」における③の割合が５％以上を満たす必要がある。

注４：過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入院期間が1年以上である入院患者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に喀痰吸
　　　引が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されている者又は平成27年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定
　　　要件を満たしている者(平成26年度以前においては、口腔機能維持管理加算又は口腔機能維持管理体制加算を算定されていた者及び
　　　平成27年度から令和２年度においては口腔衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されていた者)を含む。

注５：過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入院期間が1年以上である入院患者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に経管栄
　　　養が実施されていた者）であって、経口維持加算を算定しているもの又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを実施するもの（令和2年
　　　度以前においては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されていた者）を含む。

※　各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる（要件を満たすことがわかる）書類も提出してください。

①に占める②の割合（注７） １０％以上

　５％以上

　④　生活機能を維持改善するリハビリテーションの実施

　⑤　地域に貢献する活動の実施



様式５

１　標榜診療科

２　重症皮膚潰瘍管理を担当する医師の氏名

(記入上の注意)

｢１｣の標榜診療科は、皮膚泌尿器科若しくは皮膚科又は形成外科のいずれかであること。

重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出書



様式６

１　医薬品情報管理室等

平方メートル 　床

２　投薬・指導記録

３　投薬管理状況

４　服薬指導

服薬指導マニュアルの作成　　　（予定を含む)

〔記入上の注意〕

業
　
務
　
内
　
容

　　医薬品情報管理業務マニュアルの作成
　　（予定を含む)

有　　・　　無

薬剤管理指導の施設基準に係る届出書

場　　　　　所 設　備　の　目　録 面　　　　　積 許可病床数

作　成　時　期 保　　　管　　　場　　　所

有　　・　　無

服薬指導方法

「３」については、院内における内容薬、注射薬、外用薬の投薬行為全般について、どのような
管理方法を行っているか簡略に記入すること。



様式７

№ 職　種 氏　　　　名 勤　務　時　間

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

常   勤
非常勤

専   従
非専従

〔記入上の注意〕

１　〔　〕には、当該届出の施設基準の名称を記入すること。

２　病棟（看護単位)・治療室ごと、職種ごとに区分して記入すること。

３　職種の欄には、医師、看護師又は準看護師等と記入すること。

〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕に勤務する従事者の名簿

勤　務　の　態　様



備　　　　考

〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕に勤務する従事者の名簿



様式８

（　　）理学療法Ⅰ

（　　）作業療法

（　　）言語聴覚療法

（　　）集団コミュニケーション療法

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

平方メートル

平方メートル

平方メートル

平方メートル

〔記載上の注意〕

言語聴覚療法の専用の個別療法室が複数ある場合については、最も広い部屋の面積を記入のこと。

理学療法、作業療法または言語聴覚療法の施設基準に係る届出書

届　出　区　分

（該当するものに○）

従
　
　
事
　
　
者
　
　
数

医　　　　　師
常
　
勤

専   任 非
常
勤

専   任

非専任 非専任

理学療法士
常
　
勤

専　 従 非
常
勤

専　 従

非専従 非専従

作業療法士
常
　
勤

専　 従 非
常
勤

専　 従

非専従 非専従

言語聴覚士
常
　
勤

専　 従 非
常
勤

専　 従

非専従 非専従

当該理学療法・作業療法・言語聴覚療法・集団コミュニケーション療法を行うための機械・器具の一覧

経験を有する
従  　事　  者

常
　
勤

専　 従 非
常
勤

専　 従

非専従 非専従

理 学 療 法

専用施設の面積

作 業 療 法

言 語 聴 覚 療 法

集団コミュニケーション療
法



様式９

名 名

名 名

平方メートル

農耕又は園芸

専　用　施　設　の　面　積

当該療法を行うための機械・器具の一覧

手　　工　　芸

木　　　　　工

印　　　　　刷

日常生活動作

精神作業療法の施設基準に係る届出書

当 該 療 法 に
従 事 す る
作 業 療 法 士

常
　
勤

専　 従 非
常
勤

専　 従

非専従 非専従



参考計算書Ａ（有資格者の割合）

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ァ） 時間

（常勤換算人数の計算） (ァ)÷【A】　＝ 1) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ４月 1) 2)

（常勤換算人数の計算） (イ)÷【A】　＝ 2) 人 ５月 3) 4)

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ６月 5) 6)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 3) 人 ７月 7) 8)

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ８月 9) 10)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 4) 人 ９月 11) 12)

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 １０月 13) 14)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 5) 人 １１月 15) 16)

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 １２月 17) 18)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 6) 人 １月 19) 20)

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ２月 21) 22)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 7) 人 合計 【B】 【C】

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 8) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 9) 人 １月当たりの平均値 【D】 【E】

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 10) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 11) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 12) 人 【E】 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ％【F】

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 13) 人 【D】 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 14) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 15) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 16) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 17) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 18) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 19) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 20) 人

介護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 21) 人

介護福祉士の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 22) 人

　「介護福祉士の割合の算出」について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いて計算します。
　勤続年数１０年以上の介護福祉士の状況の計算の際は、表中「介護福祉士」を「勤続年数１０年以上の介護福祉士」と読み替えてご使用ください。
　（例）令和３年度については、令和２年4月から令和３年2月までの常勤換算により算出した毎月の数値の平均をもって判断します。
　　　　※なお、常勤換算人数の計算に当たっては、計算の都度、小数点第２位以下は切り捨てて計算してください。

参考計算書（Ａ）
有資格者の割合の計算用

事業所名

事業所番号

１　各月ごとに、実績数を元に常勤換算方法により、人数を計算してください。
　　※常勤換算人数は自動計算

２　常勤換算後の人数（自動転記）の合計を実績月数で
割って平均を計算し、【Ｄ】【Ｅ】に入力してください。
　※小数点２位以下切り捨て

４月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

常勤換算人数

介護職員 介護福祉士

時間

５月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

６月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（【C】÷実績月数）

８月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

７月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間
（【B】÷実績月数）

【以下は自動計算】

10月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

×100%＝

時間

★上記【F】の数値が、サービス種類ごとに定められる割合
以上であれば、算定できます。

12月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

９月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

11月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

１月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

２月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（注）新規事業所等は、下表のうち３月分の欄を使用して計算してください。

～～記載に当たって事前にご確認ください～～

・常勤職員の勤務時間【Ａ】・・・当該事業所において（就業規則上）定められている常勤職員（一人）が勤務すべき一月当たりの時間数をご記入ください。例：160時間

・○○職員の総勤務時間数（ア）・（イ）・・・暦月ごとに該当する全ての職員の勤務延時間数（勤務表上、当該事業に係るサービス提供に従事する時間として明確に位置

付けられている時間に限る。）を合計してください。勤務延時間数の考え方は以下のとおりです。

＜雇用形態が常勤の職員＞

介護保険制度における基準上も常勤の取扱いとなり、暦月で１月を超える休暇等がある場合を除き、当該職員の当該月に係る勤務延時間数は【Ａ】の時間数と同じとなります。（当

該月における実際の勤務時間数の合計が【Ａ】の時間数を超えていた場合であっても、【Ａ】の時間数までが上限となります。）

ただし、雇用形態が常勤であっても、週３２時間（育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者は週３０時間）を下回る場合は、以下の雇用形態が常勤以外（非常勤等）

の職員と同様に取り扱います。

＜雇用形態が常勤以外（非常勤等）の職員＞

① 当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含めない。）が【Ａ】の時間数に達している場合、介護保険制度における基準上は常勤の取扱いとなり、

【Ａ】の時間数と同じとなります。

② ①で【Ａ】の時間数に達していない場合、介護保険制度における基準上も非常勤の取扱いとなり、当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含め

ない。）がそのまま勤務延時間数となります。



参考計算書B（勤続年数）

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ァ） 時間

（常勤換算人数の計算） (ァ)÷【Ａ】　＝ 1) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ４月 1) 2)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 2) 人 ５月 3) 4)

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ６月 5) 6)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 3) 人 ７月 7) 8)

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ８月 9) 10)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 4) 人 ９月 11) 12)

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 １０月 13) 14)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 5) 人 １１月 15) 16)

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 １２月 17) 18)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 6) 人 １月 19) 20)

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ２月 21) 22)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 7) 人 合計 【B】 【C】

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 8) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 9) 人 １月当たりの平均値 【D】 【E】

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 10) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 11) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 12) 人 【E】 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ％【F】

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 13) 人 【D】 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 14) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 15) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 16) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 17) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 18) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 19) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 20) 人

直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 21) 人

勤続７年以上直接提供職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 22) 人

　「勤続７年以上職員の割合の算出」について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いて計算します。
　（例）令和３年度については、令和２年4月から令和３年2月までの常勤換算により算出した毎月の数値の平均をもって判断します。
　　　　※なお、常勤換算人数の計算に当たっては、計算の都度、小数点第２位以下は切り捨てて計算してください。

参考計算書（Ｂ）
勤続７年以上職員の割合の計算用

事業所名

事業所番号

１　各月ごとに、実績数を元に常勤換算方法により、人数を計算してください。
　　※常勤換算人数は自動計算
　　※直接提供職員とは、『看護職員・介護職員・ＰＴ・ＯＴ』を指します。

２　常勤換算後の人数（自動転記）の合計を実績月数で
割って平均を計算し、【Ｄ】【Ｅ】に入力してください。
　※小数点２位以下切り捨て

４月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

常勤換算人数

直接提供職員 勤続７年以上

時間

５月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

６月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（【C】÷実績月数）

８月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

７月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間
（【B】÷実績月数）

９月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間
【以下は自動計算】

★上記【F】の数値が、サービス種類ごとに定められる割合
以上であれば、算定できます。

11月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

10月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

×100%＝

時間

２月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

12月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

１月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（注）新規事業所等は、下表のうち３月分の欄を使用して計算してください。

～～記載に当たって事前にご確認ください～～

・常勤職員の勤務時間【Ａ】・・・当該事業所において（就業規則上）定められている常勤職員（一人）が勤務すべき一月当たりの時間数をご記入ください。例：160時間

・○○職員の総勤務時間数（ア）・（イ）・・・暦月ごとに該当する全ての職員の勤務延時間数（勤務表上、当該事業に係るサービス提供に従事する時間として明確に位置

付けられている時間に限る。）を合計してください。勤務延時間数の考え方は以下のとおりです。

＜雇用形態が常勤の職員＞

介護保険制度における基準上も常勤の取扱いとなり、暦月で１月を超える休暇等がある場合を除き、当該職員の当該月に係る勤務延時間数は【Ａ】の時間数と同じとなります。（当

該月における実際の勤務時間数の合計が【Ａ】の時間数を超えていた場合であっても、【Ａ】の時間数までが上限となります。）

ただし、雇用形態が常勤であっても、週３２時間（育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者は週３０時間）を下回る場合は、以下の雇用形態が常勤以外（非常勤等）

の職員と同様に取り扱います。

＜雇用形態が常勤以外（非常勤等）の職員＞

① 当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含めない。）が【Ａ】の時間数に達している場合、介護保険制度における基準上は常勤の取扱いとなり、

【Ａ】の時間数と同じとなります。

② ①で【Ａ】の時間数に達していない場合、介護保険制度における基準上も非常勤の取扱いとなり、当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含め

ない。）がそのまま勤務延時間数となります。



参考計算書Ｃ（常勤職員の割合）

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ァ） 時間

（常勤換算人数の計算） (ァ)÷【Ａ】　＝ 1) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ４月 1) 2)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 2) 人 ５月 3) 4)

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ６月 5) 6)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 3) 人 ７月 7) 8)

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 ８月 9) 10)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 4) 人 ９月 11) 12)

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 １０月 13) 14)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 5) 人 １１月 15) 16)

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間 １２月 17) 18)

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 6) 人 １月 19) 20)

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ２月 21) 22)

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 7) 人 合計 【B】 【C】

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 8) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 9) 人 １月当たりの平均値 【D】 【E】

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 10) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 11) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 12) 人 【E】 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間 ％【F】

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 13) 人 【D】 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 14) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 15) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 16) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 17) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 18) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 19) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 20) 人

介護・看護職員の総勤務時間数 ⇒ （ア） 時間

（常勤換算人数の計算） （ア）÷【Ａ】　＝ 21) 人

常勤職員の総勤務時間数 ⇒ （イ） 時間

（常勤換算人数の計算） （イ）÷【Ａ】　＝ 22) 人

　「常勤職員の割合の算出」について、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いて計算します。
　（例）令和３年度については、令和２年4月から令和３年2月までの常勤換算により算出した毎月の数値の平均をもって判断します。
　　　　※なお、常勤換算人数の計算に当たっては、計算の都度、小数点第２位以下は切り捨てて計算してください。

参考計算書（Ｃ）
常勤職員の割合の計算用

事業所名

事業所番号

１　各月ごとに、実績数を元に常勤換算方法により、人数を計算してください。
　　※常勤換算人数は自動計算

２　常勤換算後の人数（自動転記）の合計を実績月数で
割って平均を計算し、【Ｄ】【Ｅ】に入力してください。
　※小数点２位以下切り捨て

４月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

常勤換算人数

介護・看護職員 常勤職員

時間

５月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

６月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（【C】÷実績月数）

８月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

７月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間
（【B】÷実績月数）

９月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間
【以下は自動計算】

★上記【F】の数値が、サービス種類ごとに定められる割合
以上であれば、算定できます。

11月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

10月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

×100%＝

時間

２月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

12月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

１月

常勤職員の
勤務時間
【Ａ】

時間

（注）新規事業所等は、下表のうち３月分の欄を使用して計算してください。

～～記載に当たって事前にご確認ください～～

・常勤職員の勤務時間【Ａ】・・・当該事業所において（就業規則上）定められている常勤職員（一人）が勤務すべき一月当たりの時間数をご記入ください。例：160時間

・○○職員の総勤務時間数（ア）・（イ）・・・暦月ごとに該当する全ての職員の勤務延時間数（勤務表上、当該事業に係るサービス提供に従事する時間として明確に位置

付けられている時間に限る。）を合計してください。勤務延時間数の考え方は以下のとおりです。

＜雇用形態が常勤の職員＞

介護保険制度における基準上も常勤の取扱いとなり、暦月で１月を超える休暇等がある場合を除き、当該職員の当該月に係る勤務延時間数は【Ａ】の時間数と同じとなります。（当

該月における実際の勤務時間数の合計が【Ａ】の時間数を超えていた場合であっても、【Ａ】の時間数までが上限となります。）

ただし、雇用形態が常勤であっても、週３２時間（育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者は週３０時間）を下回る場合は、以下の雇用形態が常勤以外（非常勤等）

の職員と同様に取り扱います。

＜雇用形態が常勤以外（非常勤等）の職員＞

① 当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含めない。）が【Ａ】の時間数に達している場合、介護保険制度における基準上は常勤の取扱いとなり、

【Ａ】の時間数と同じとなります。

② ①で【Ａ】の時間数に達していない場合、介護保険制度における基準上も非常勤の取扱いとなり、当該職員の当該月に係る勤務延時間数（休暇や出張等の時間は含め

ない。）がそのまま勤務延時間数となります。



 

事 務 連 絡 

平成２４年９月１１日 

 各 短期入所生活介護 

   短期入所療養介護 管理者様 

 

                      東京都福祉保健局高齢社会対策部 

                                介護保険課長 

                                施設支援課長 

 

 

 

ショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養介護） 

における食費の設定について 

 

 
 日頃より、東京都の高齢福祉、保健医療行政につきましては、格別のご協力いただきまして、 

厚く御礼申しあげます。 

 食費の設定につきましては、平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（VOL.２）（平成２４年 

３月３０日付）により周知されているところでありますが、食費の設定変更にあたっては、下記手 

続きを踏まえ、適正かつ速やかに利用料（食費）の設定をおこなってください。 

また、本通知及びＱ＆Ａは東京都介護サービス情報に掲載いたしますのでご確認ください。 

 

 

記 
 

１ 食費の設定（改正内容） 

 

（新）平成２４年度介護報酬改定関係Ｑ＆Ａ ←（旧）平成１７年１０月改定関係Ｑ＆Ａ 

特にショートステイ（短期入所生活介護、短期

入所療養介護）については、入所の期間も短いこ

とから、原則として一食ごとに分けて設定する。 

特にショートステイ（短期入所生活介護、短期

入所療養介護）については、入所の期間も短いこ

とから、一食ごとに分けて設定することが望まし

い。 

 

２  食費の設定変更に当たっての注意事項 

 

(1) 運営規程の利用料（食費）の変更（施行年月日の変更含む） 
 

今回の利用料（食費）のみの運営規程の変更の場合は「変更届」不要です。 

他の変更事項（法人及び事業所に関する事項）の「変更届」提出時にあわせて提出してください。 

 

(2) 重要事項説明書の変更にあたっては、利用者への説明・同意が必要です。 

 

 
【問い合わせ先】東京都福祉保健局高齢社会対策部 介護保険課（０３－５３２０－４１７５） 

                                施設支援課（０３－５３２０－４２６４） 

 



平成24年度介護報酬改定Q＆A（Vol.2） （平成24 年3 月30 日） 

 

○ 食費の設定 

 

問42 食費の設定は、朝食、昼食、夕食に分けて設定すべきか。また、そのように 

設定した場合の補足給付はどのようになるのか。 

 

（答） 

食費は利用者と施設の契約により設定するものであり、朝食、昼食、夕食に分けて 

設定することも可能である。特にショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養 

介護）については、入所の期間も短いことから、原則として一食ごとに分けて設定す 

る。 

利用者負担第4 段階の方について、一食ごとの食費の設定をする場合には、利用者 

負担第1 段階から第3 段階の方についてもー食ごとの食費の設定になるものと考える 

が、その際の補足給付の取扱いについては、一日の食費の合計額について、補足給付 

の「負担限度額」に達するまでは補足給付は行われず、「負担限度額」を超える額に 

ついて補足給付が行われることとなる。 

具体的には、例えば、朝食400 円、昼食450 円、夕食530 円と設定した場合、利用 

者負担第3 段階の方であれば、食費の「負担限度額」は650 円であるので、朝食のみ 

（400 円）の場合は補足給付は行われず、朝食と昼食（850円）の場合であれば「負担 

限度額」との差額200 円が補足給付として支給される。 

 

※ 平成17 年10 月Q＆A（平成17 年9 月7 日）問47 は削除する。 

 
 

 

 

平成17年度10月改定関係Q＆A（平成17 年9月7日） 削除 
 

 

（問47）食費の設定は、朝食、昼食、夕食に分けて設定すべきか。また、そのよ 

うに設定した場合の補足給付はどのようになるのか。 

 

（答）  

１ 食費は利用者と施設の契約により設定するものであり、朝食、昼食、夕食に分け 

て設定することも可能である。  

特にショートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養介護）については、入所 

の期間も短いことから、一食ごとに分けて設定することが望ましい。  

２ 利用者負担第４段階の方について、一食ごとの食費の設定をする場合には、利用 

者負担第１段階から第３段階の方についても一食ごとの食費の設定になるものと考 

えるが、その際の補足給付の取扱いについては、一日の食費の合計額について、補 

足給付の「負担限度額」に達するまでは補足給付は行われず、「負担限度額」を超 

える額について補足給付が行われることとなる。  

３ 具体的には、例えば、朝食４００円、昼食４５０円、夕食５３０円と設定した場合、 

利用者負担第３段階の方であれば、食費の「負担限度額」は６５０円であるので、 

朝食のみ（４００円）の場合は補足給付は行われず、朝食と昼食（８５０円）の場 

合であれば「負担限度額」との差額２００円が補足給付されることとなる。  

 
 

 



                                                 R6.4 

利用者や家族等からの

弁 護 士 に よ る 相 談 

利用者や家族等による職員への 再三の過度な暴言、身体的暴力、 

無理な要求、著しく不快な性的言動 などにお困りではありませんか？ 

利用者・家族等からのハラスメントを考慮した契約になっていますか？ 

上記のようないわゆる「介護ハラスメント」でお困りの介護サービス事業者（介護保険施設）の

ために、弁護士による相談窓口（オンラインまたはメール）を設置しております。 

 

✓職 員 の 心 身 に 影 響 が……   利用契約を含め、法的視点から 

✓サービスの継続が困難に……   トラブルの収束・防止にむけ助言 

 

 

 

相 談 例 

利用者からの電話・メールが頻繁になり、

口調もエスカレートしています。お願いし

ても止みません、サービスの一時中止を告

げても問題はありませんか？ 

事業所の不手際もあって要望に応じてき

ましたが、法的な視点では○○までの要

求は断ってもよいものでしょうか？ 

重要事項説明書のハラスメント項目を改

訂し、あらためて説明、同意などを行う

準備中です。案文の確認や契約更新の際

の助言などをお願いします。 

度々の暴言の上、訪問による話合いの拒

否が続くのは、「契約を継続し難いほど

の背信行為」に当りますか？ 

管理者向け法律相談 お問合せ・受付窓口   TEL 03-3268-7192 

◆本事業は東京都から委託を受けて実施しています  社会福祉法人 東京都社会福祉協議会 
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★介護職員のための電話相談「介護現場における利用者やご家族等からのハラスメントのお悩み相談」も 
実施しております。ご相談は、℡ 03-6265-6161 でお聞きしています。  

◆相談の対象  

◆相談できる方：都内に所在する介護サービス事業所・介護保険施設の管理者等 

◆相談員：弁護士    ◆相談料：無料 ／ 秘密厳守 

◆相談できる内容  (1)介護サービスの利用者・家族等からのハラスメント（身体的暴力、精神的暴

力、強い不快感を受ける性的言動等）への対応に関する具体的な事象。 

(2)利用者等からのハラスメントを考慮した重要事項説明書案への助言 など 

             ※契約書・重要事項説明書等のご相談は、具体的な文案等を添えてください。 

 

 

 

 

 

◆相談の方法  

事務局で受け付け、相談内容を確認ののち弁護士への相談を依頼いたします。  

（１）オンラインによる相談  《事前予約制》                      

★ インターネットサービス「Zoom」が利用できる環境のある方 

★ 相談時間：45 分以内 

※ 相談日時は、相談員(弁護士)と調整のうえ設定いたします。(平日の日中) 

 ＊下記のお問合せ先にご連絡ください。 

 ＊相談を効果的に進めるため、相談内容の詳細は、所定の「相談票」に記入の上、相談日

の３営業日前までにご提出ください。相談票のご提出がない場合、オンライン相談をお

受けしかねる場合があります。 

（２）E メールによる相談   《随時受付》  

＊所定の「相談票」に相談内容を記入の上、E メールで送信してください。 

  ＊通常、土日祝日・年末年始を除き、数日以内にご回答いたしますが、相談内容によってはご回答まで

に１週間前後かかることがあります。 

【ご注意（オンライン、メール共通）】  

※ご相談は原則、1 回といたします。 

※当窓口における回答は、解決に向けたアドバイスとなります。最終的な意思決定、判断は相談者(事業

所)自身でお願いします。相談に対する回答により生じた事象については、責任を負いかねます。 

※年間の相談件数には上限があり、多数相談があった場合は受付を終了することがあります。 

◆介護サービス事業所であっても、介護保険外サービスや障害福祉サービスに係るハラスメントは対象外となります。 

◆相談内容によっては、他機関等を紹介させていただく場合があります。 

◆なお、厚生労働省の「管理者向け研修のための手引き」で、下記はハラスメントではないとされています。 

１ 認知症等の病気または障害の症状として現れた言動（BPSD 等） ２ 利用料金の滞納  ３ 苦情の申し立て 

 この事業に関するお問合せ先   ◆本事業は東京都から委託を受けて実施しています◆ 

 東社協 介護ハラスメント   検索  
介護現場におけるハラスメント対策事業｜東京都社会福祉協議会 

社会福祉法人東京都社会福祉協議会 福祉部経営支援担当 

℡ 03-3268-7192                                   

https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.tcsw.tvac.or.jp%2Factivity%2Fdocuments%2Fuketukehyou.docx&wdOrigin=BROWSELINK
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.tcsw.tvac.or.jp%2Factivity%2Fdocuments%2Fuketukehyou.docx&wdOrigin=BROWSELINK
https://www.tcsw.tvac.or.jp/activity/kaigo-harassment.html





